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I はじめに

E U 加盟候補 1 0 カ国の首脳は、

2002年 12月 12、13日、EU首脳会

議（EUサミット）が行われたデンマ

ークのコペンハーゲンで、加盟交渉の

うち最後まで決着が着かず残された農

業問題の交渉を行った。交渉では特に

加盟候補国の中で最大の農業国である

ポーランドが直接支払いなど農業補助

金などの加盟条件で EU側との妥協に

応じず、一時はポーランドについては、

交渉の決裂、2004年加盟実現の先送

りといった事態も懸念されたが、13

日に歴史的な合意に達した。

コペンハーゲンでの農業交渉が合意

に達したことにより、加盟候補 10カ

国（ポーランド、ハンガリー、チェコ、

スロバキア、スロベニア、エストニア、

ラトビア、リトアニアの中・東欧 8

カ国とキプロス、マルタ）は公式に

2004年 5月 1日に EUに加盟するこ

とが承認された。

またサミット終了後のコミュニケに、

ルーマニアとブルガリアの加盟プロセ
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スは「不可逆的」と記述することによっ

て、両国の 2007年 EU加盟へ向けた取

り組みに対する支援が再度確認された。

一方、サミットでは 10年以上にわ

たって EUへの加盟が棚上げされてき

たトルコとの加盟交渉開始も正式に承

認された。トルコが民主主義と人権の

分野で EU基準を満たすべく十分な進

展を示したと認められた場合には、ト

ルコとの加盟交渉は 2005年のできる

だけ早い時期に行われる予定である。

加盟協定の調印式は 2003年 4月に

アテネで一堂に会して行われる。その

後、加盟候補国はそれぞれの国におけ

る国民投票を経て 5 月 1 日に正式に

加盟することになる。

II 農業交渉の合意内容

1．直接支払い

【欧州委、10年間の暫定期間を提案】

EUの共通農業政策（CAP）における

「直接支払い」（Direct Payment）は、農

産物過剰解消のための CAP改革の過

程で、農産物の支持価格の引き下げ等

に伴う生産者の所得損失を補填するた

めに 1992年に導入された制度である。

対象品目は穀物（小麦、トウモロコ

シ、コメ）、油糧種子、牛肉である。

加盟国に対する直接支払い金額は、例

えば穀物と油糧種子の場合、EUとの

間で取り決められた加盟国の基準作付

面積（作付地、休耕地別）に基準単収

を乗じ、さらにトン当たりの直接支払

い単価を乗じて算出され、直接支払い

という形で加盟国の農家に交付される。

この直接支払いに関し、欧州委員会

は 2002年 1月 30日、財政難を理由に

新規加盟候補国に対して、直接支払い

額を 2004年に EU現加盟国に対する直

接支払い水準の 25％とし、10年間に

段階的に引き上げて 2013年に 100％

にするという提案を行った（表 1）。

この欧州委員会の提案は、加盟候補

国にとっては、少なくとも加盟後 10

年間、EU現加盟国の農産物と比べて

市場で不利な競争条件に置かれること

を意味する。このため、加盟候補国は

単一市場の下での平等な競争という

EU の域内市場原則に反するとして、

現加盟国と同一条件の適用を求めて加

盟交渉に臨んできた。

加盟候補国が直接支払い水準の段階

的引き上げ方式に反対したのは、①競

争条件の相違は、たとえ一時的なもの

であったとしても市場の喪失や技術ギ

ャップの拡大といった取り返しのつか

ない結果を生む、② EUの構造改革支
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援を申請する農家は農家経済の採算性

（生産収益性）を証明すると同時に、

投資コストの一部を自己負担する必要

があり、直接支払い額の切り下げは、

構造基金による農家の近代化支援に対

する需要の縮小をもたらす、といった

点も大きな理由であった。

コペンハーゲン・サミットにおける

農業交渉では、EUから少しでも多く

の予算を獲得したい加盟候補国の思惑
（注 1）と、予算支出を 1999 年のベル

リン・サミットで取り決めた財政枠の

範囲内でのやり繰りで収めたい EUの

主張が激しくぶつかり合った。

【国家予算による上乗せを容認】

最終的に直接支払いに関しては、次

のような形で妥協が図られた。

すなわち、① EUの CAPによる支

援部分は 2002年 1月の欧州委員会の

提案どおり、2004 年に EU 水準の

25％で始まり、2005年 30％、2006

年に 35 ％とする。これは 2007 年に

40％に引き上げられ、以降毎年 10％

ずつ増加して、2013年に 100％とす

る。②しかし、新規加盟国は 2010年

（EU との合計支払い額が EU レート

の 100％に達する）までは毎年 30％

ずつ積み増しを行うことができる。そ

の後、国家積み増し部分は 2011年の

20％、2012年の 10％というふうに

減少する（表 1）。

この直接支払いの積み増し方式は、

まさに、EUと加盟候補国の妥協の産

物として打ち出されたものであり、こ

の方式によれば、新規加盟国の農民は

加盟初年度に EUレベルの 55％まで

の直接支払いを受け取ることが可能に

なるが、その半分以上は加盟候補国自

身の予算からの支出ということになる。

また、この措置の政治的な意味は、

EU15カ国と新規加盟国の直接支払い

が加盟国自身の予算の積み増しによっ

て 2010年に同額になること、すなわ

ち暫定期間が EU 提案の当初案の 10

年から 7 年に短縮されることである

100－1002013
10010902012
10020802011
10030702010
9030602009
8030502008
7030402007
6530352006
6030302005
5530252004

合　計
（最高支払い金）

国家積み増し金
による支払い分

EUによる
支払い分

表 1 新規加盟国に対する直接支払い

（単位：％）

（注）EU現加盟国への直接支払い水準を 100と
した場合の比率。

（出所）AgraFood East Europe、2002年 12月 19日号
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ということができよう。

EUの直接支払いに追加して支払わ

れる直接支払いは基本的に国家資金を

財源とするが、各国に割り当てられた

EUの農村開発予算（注 2）を直接支払

い予算に流用することもできる。しか

し、資金の流用については、2004～

06年の間に農村開発予算の 20％を超

えて直接支払いへ流用することは認め

られていない（2004年に 25％以下、

2 0 0 5 年に 2 0 ％以下、2 0 0 5 年に

15 ％以下という縛りを選択すること

もできる）。

また、農村開発予算は自己負担（注

3）を伴うことが原則となっているこ

とから、各国政府は当該資金を流用す

る場合、流用分の 20％を自国で手当

てしなければならないことになる。

2．特別キャッシュフロー措置と暫定

予算補填措置

難航していたコペンハーゲン・サミ

ットでのポーランドの農業交渉が妥結

に向けて動き出したのは、EUがポー

ランドに対していわゆる「キャッシュ

フロー」措置により 2007年以降に支

給が本格化する構造基金の 10億ユー

ロを前倒しで支給することを提案した

ことが大きな契機になった。

この措置の下で、ポーランドは EU

から国家予算に直接同額の現金移転効

果をもたらす金額を 2005 年に 5 億

5,000万ユーロ、2006年に 4億 5,000

万ユーロ受け取ることになった。

この措置がポーランドにとって有利

な点は、通常の EUの構造改善プログ

ラムの下で行われる計画実施協定の締

結、それに基づく資金の流入という時

間のかかる手続きを踏む必要がなく、

ポーランド政府に直接資金が流れるこ

とである。この資金はポーランド政

府が主要な地域構造問題の懸念地域

と認定する地域に直接向けられるこ

とになる。

このキャッシュフロー措置は、コペ

ンハーゲンの最終交渉で、チェコに対

しても年間約 1 億ユーロの規模で認

められた。

一方、チェコ、キプロス、スロベニ

ア、マルタの 4 カ国に対しては「暫

定予算補填措置」として合計 9 億

8,700万ユーロ（注 4）の追加支援パッ

ケージが合意された。

3．生産枠等

今回の農業交渉では、牛乳、穀物、

砂糖といった重要かつセンシティブな

農産物に対する生産割当の設定も重要
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な交渉テーマであった。

生産割当水準によって、どの程度ま

で加盟候補国の潜在的な生産能力を

使うことができるのか、どの適度ま

で加盟候補国の農業において雇用が

確保され、所得源が確保されること

になるのかが決定されることになる

ためである。

また、家畜飼育奨励金、基準作付面

積、補助対象生産割当量などは、直接

支払い額の決定に直接影響を与える要

素になっているという観点からも重要

であった。

その他、加盟候補国は、当該国の規

則が EU の基準に合致しない場合で

も、①一定期間は国内市場で牛乳を調

達できるようにすることや、②衛生基

準に完全には合致しない食肉を国内市

場や EU向け輸出のために生産、販売

する権利を認めるように要求した。

【ポーランドの危機感】

こうした点は、中・東欧諸国では最

大の農業生産国であり、全従業員の中

で農業従業員の占める比率が高い（注

5）ポーランドにとって特に重大関心

事であった。また、ポーランドにとっ

ては、欧州委員会によって提案された

生産割当量や割当量算出のための生産

基準年次の設定は有利なものではなか

った。品目によっては現在の生産量よ

り少ないものもあり、EUの提案を受

け入れることは、短期間のうちにポー

ランドが、例えば牛乳製品の純輸入国

になることを意味した。

EU加盟後に予想されるポーランド

の経済成長は農産物に対する需要の増

加を生み出すことになるかもしれない

が、生産枠により国内生産の増加の可

能性が制約されることになれば、需要

増は輸入の増加によってしかカバーさ

れなくなるというのが、ポーランドが

抱いていた危機感であった。

こうした観点から、ポーランドは農

業交渉の結果を重視し、ポーランド農

業が EU諸国の農業と公正に競争でき

るようになることを目指してコペンハ

ーゲンでの交渉に臨んだ。

【牛乳生産枠などでポーランドに譲歩】

コペンハーゲンの農業交渉で、ポー

ランドをはじめとする加盟候補国はこ

の分野で EUからいくつかの譲歩を引

き出した。ポーランドと EUの交渉に

おける生産枠等に関する合意内容は以

下のとおりであった。

まず、牛乳生産枠に関してはポーラ

ンドに対して、原案の直接販売割当分
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のうち 150 万トンを買い入れ業者引

き渡し分枠に組み入れるという提案

がなされた。その結果、ポーランド

の牛乳生産枠は総量では EUの従来か

らの 896 万トンという提案と変わら

ないものの、生産割当枠全体のうち、

買い入れ業者引き渡し分は 850 万ト

ン、直接販売分は 46万 4,000トンに

なった。

また、農業交渉では、2006年に合

計 67万 1,417トンの牛乳生産枠リザ

ーブ分を中・東欧 8 カ国に配分する

特別条項も含まれた。このリザーブ分

は、加盟候補国で牛乳の配送システ

ムが近代化されるのに伴い、直接販

売や買い入れ業者引き渡し分への需

要が増大し、農家の自家消費分が減

少することを考慮に入れて設定され

たものである。

その他農業交渉の最終調整局面で、

①ポーランドの基準耕地面積を 15万

ヘクタール拡大し 945 万 5,000 ヘク

タールにする、②砂糖の生産割当のう

ち 6,210トンを異性化糖（イソグルコ

ース）の生産割当に振り替える、こと

などが合意された。

その結果、ポーランドの異性化糖の

生産枠は 2 万 5 7 1 トンから 2 万

6,781トンに拡大した。しかし、この

程度の生産枠の拡大では、異性化糖の

生産能力を年間 12万トンまで高める

投資を行ったポーランド唯一の異性化

糖生産メーカー、カーギルの生産を満

足させるためにはきわめて不十分とさ

れている。

ポーランドを含む中・東欧主要 4

カ国の基準作付面積、基準単収、生産

割当枠などの合意内容は表 2 のとお

りである。

4．一部食品加工施設に暫定措置

一方、加盟候補国による EUの農業

関連アキ・コミュノテール（EUが基

本条約に基づいて積み上げてきた法体

系の総体）への適合までの暫定措置と

しては次のような点が合意された。

①特定の食品加工施設に関し、EU

の食品衛生基準等に完全に適合するま

での一定期間、輸出はできないが国内

販売は認めるという暫定措置が認めら

れた。こうした暫定措置の対象として

認められた食品加工施設の数は、チェ

コ 52、ハンガリー 44、ラトビア 117、

リトアニア 20、ポーランド 485、ス

ロバキア 2である。

②暫定措置対象工場以外のすべての

食品加工工場は EUの定める規定に完

全に合致したものでなければならず、
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その製品は EU市場で自由に流通する

ことができる。

③特定の産卵鶏の飼育ゲージについ

ても EUの飼育ゲージについての構造

規則（鶏舎の地面のスロープ、ゲージ

の高さ）に完全に適合するまでの間、

暫定措置が認められる。これらの暫定

措置が適用されるのは、チェコ、ハン

ガリー、マルタ、ポーランドおよびス

ロベニアの養鶏農家である。

④植物衛生規則の EUへの適合の面

でも、リトアニアとポーランド（馬鈴

323,000355,0001,086,00071,000羊国家保留枠（ユーロ）
305,756335,9001,026,91066,733雌羊奨励金（頭）
28,080325,600117,00090,300子付雌牛奨励金（頭）（注 3）
78,348926,00081,620244,349牛肉特別奨励金（頭）
62,841839,50094,40027,400牛肉と殺奨励金（子牛）（頭）
204,0621,815,400141,600483,400牛肉と殺奨励金（成牛）（頭）
4,500,53527,300,0002,936,1008,776,000牛肉国家保留枠（ユーロ）（注 2）
27,472416,12642,78055,788牛乳生産枠－2006年リザーブ(トン)
22,506464,017164,63068,904直接販売分 (トン)
9908108,500,0001,782,6502,613,239買入業者引き渡し分 (トン)
1,0133168,964,0171,947,2802,682,143牛乳生産枠－合計
5,0251,87010,000－Bクオータ（注 1）
37,52224,911127,627－Aクオータ（注 1）
42,54726,781137,6270異性化糖（イソグルコース）
17,67291,9261,23013,653B クオータ（注 1）
189,7601,580,000400,454441,209A クオータ（注 1）
207,4321,671,927401,684454,862砂糖割当量 (トン)
700144,985033,660ポテトスターチ生産割当量 (トン)
4.063.004.734.20基準単収 (トン/ヘクタール)

1,003,5009,454,6713,487,7922,253,600基準耕地面積 (ヘクタール)
スロバキアポーランドハンガリーチェコ

表 2 主要国の特定品目生産枠、基準単収、基準面積についての EUとの合意

（注）1. 砂糖および異性化糖の Aクオータ（基本割当）は域内消費量見合い分、Bクオータは輸出需要
量見合い分。A、Bクオータともに在庫助成、市場介入措置（介入買い入れ）、輸出補助金付与
などの主要支持施策の対象になるが、割当超過分（Cクオータ）は域内販売ができず、主要支
持施策は適用されない。

2. 加盟国は、個人に割り当てられる奨励金の権利を国家で留保でき、国家保留枠の奨励金の権利
を新規参入者や若年農業者等に配分できる。

3. 牛乳生産を増やすことなく牛肉生産者の総収入を増やす手段として、家畜飼料ではなく母乳で
子牛を育てる雌牛を飼養する生産者に奨励金を支払う制度。

（出所）AgraFood East Europe、2002年 12月 19日号
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薯腐敗菌に関する規則）、マルタ、キ

プロス、ラトビア、スロベニア（一部

の種子の品質に関する規則）に対して

暫定措置が認められた。

5．土地市場自由化に再延長のオプ

ション

土地市場の自由化では、中・東欧 8

カ国は、EU市民への農地の売却に関

する不安を軽減するため、コペンハー

ゲンでの農業交渉で、EUから特別妥

協案を引き出すための交渉を行った。

土地市場の自由化に関しては、これ

までの「資本の自由移動」に関する交

渉で、加盟候補国は土地市場の開放ま

でに 7 年間の移行期間を設ける権利

を持つことが合意されている。

しかし最終交渉で、セーフガードと

して、「土地市場における深刻な混乱」

が生じたことが証明された場合は、さ

らに 3 年間規制を継続できることが

認められた。この条項は主として、高

い休耕地比率が外国の投資家や投機家

を惹き付けることを懸念したハンガリ

ーの主張に基づいて設けられたもので

ある。この「7年プラス 3年」条項が

適用されるのは中・東欧 8 カ国の加

盟候補国のうちポーランドを除く 7

カ国である。

ポーランドの場合は、すでに EUと

の間で土地の売買についての交渉を完

了しており、土地の売買が完全に自由

化されるまでに 12年の移行期間が認

められている。ただし、移行期間の例

外措置として、ポーランド国内に合法

的に移住し土地のリースにより農業を

営んでいる EU市民は、ポーランド東

部ではリース契約締結から 3 年後、

西部では同 7 年後にその土地を資産

として購入することができることにな

っている。

III ポーランドが最大の資金受

取国

コペンハーゲン・サミットでの農業

交渉の主な合意内容は以上のとおりで

あるが、それでは、今回の交渉決着に

よって、全体で一体どれくらいの資金

が加盟候補国に移転することになるの

であろうか。

以下、欧州委員会の資料により、

EU加盟に伴って EUの拡大関連予算

がどの程度加盟候補国へ流入するか見

てみよう（表 3）。

欧州委員会資料によれば、EUの拡

大に伴う財政枠（コミットメントベー

ス）として、まず、農業関連予算では
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2004～ 06年の 3年間に 97億 9,200

万ユーロが計上されている。このうち

の半分以上の 51億 1,000万ユーロが

農村開発関連予算であり、残りが直接

支払いと価格支持関連予算である。農

業関連予算の国別配分では、中・東欧

諸国の中では最大の農業国であるポー

ランドへの配分が最も大きく、直接支

払いや農村開発については加盟候補

10 カ国向け総予算の約半分を占めて

いる（表 4）。

次に計上されているのは構造基金
（注 6）や結束基金（注 7）からなる構造

関連予算であり、2004 ～ 06 年の 3

年間に 218 億 4,700 万ユーロと農業

予算の倍以上の規模に達している。

そのほか、内政、追加移行経費とし

て同期間に 41億 4,800万ユーロが計

上されている。これは、加盟候補国に

おける既存の内政問題関連に加え、原

子力安全、制度構築、シェンゲン協定
（注 8）受け入れ準備などの経費に充当

されるものである。

これらの経費に、コペンハーゲンで

の農業交渉で新たに必要になった「特

別キャッシュフロー措置」や「暫定予

算補填措置」の経費を加えると、EU

の拡大関連予算枠の総額は最大で、3

年間で 408 億 5,200 万ユーロに達す

る。これは年平均で見ると、136 億

1,700万ユーロとなり、EUの年間予

算総額（2002 年、1,044 億 7,500 万

ユーロ、コミットメントベース）の約

13％に相当する規模である。

一方、加盟候補国は、EU加盟に伴

って、EUから援助を受けるだけでは

なく、加盟国の義務として EU財源へ

の負担金を支払う必要がある。EUの

財政収入は「伝統的な独自財源」であ

る関税、農業課徴金に加え、「第 3の

独自財源」と呼ばれる付加価値税

（VAT）収入（85 年まで課税標準の

1％、86年以降同 1.4％、88年の財

政改革で課税標準の上限を GNP の

55％とする「キャッピング」を実施）

で賄われ、不足する分は、「第 4の財

源」と呼ばれる GNP比例財源によっ

て充当されている。加盟候補国は EU

に加盟した日から現加盟国に適用され

ている財源の計算方式によって EU財

源への負担を求められることになる。

欧州委員会では、2004～ 06年の 3

年間に新規加盟国が EUから受け取る

支援額は総額で 278 億 7,500 万ユー

ロ（注 9）であり、一方、同年間に新規

加盟国が EUに納めなければならない

金額は 147 億 4,400 万ユーロ、従っ

て EU加盟に伴って新規加盟国が EU
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40,85215,85613,79711,200合　計
1,087346479262暫定予算補填措置
2,198550650998特別キャッシュフロー措置

その他
37,56714,95812,6579,952計（項目 1、2、3、5）
1,673612558503項目 5： 行政
858286286286シェンゲン協定受け入れ
38060120200制度構築
375125125125原子力安全
2,751952917882うち既存内政問題
4,1481,3511,3761,421項目 3： 内政、追加移行経費
7,5912,8222,1522,617結束基金
14,2565,9904,7883,478うち構造基金
21,8478,8126,9406,095項目 2： 構造計画
5,1101,8251,7151,570農村開発

4,6822,3222,032327うち共通農業政策（直接払いプラ
ス価格支持）

9,7924,1473,7471,897項目 1： 農業

2004 ～
2006200620052004

表 3 EUの新規加盟国に対する拡大関連最大コミットメント額（2004 ～ 06 年）
（単位： 100万ユーロ）

（出所）欧州委員会資料（EUホームページ）より作成

1,825125.8908.2190.8172.02006
1,715118.3853.6179.4161.62005
1,570108.2781.2164.2147.92004
5,110352.32,543.0534.4481.5農村開発
85849.2376.5152.011.02006
82248.1349.8151.9109.02005
32716.9135.263.645.02004
2,007114.2861.5367.5165.0価格支持
1,464886753162042006
1,211735572651692005
000002004

26751611,232581373直接支払い
新規加盟 10 カ国計スロバキアポーランドハンガリーチェコ

表 4 新規加盟国に対する EUの農業予算支出（国別内訳）
（単位： 100 万ユーロ、99 年価格）

（出所）AgraFood East Europe（2003 年 1 月 9 日号）、欧州委員会資料（EUホームページ）により作成



季刊　国際貿易と投資 Spring 2003 / No.51•13

から受け取るネットの支援額は 131

億 3,100万ユーロになると試算してい

る（表 5）。

また、これを加盟候補 10カ国の国

別に見ると、EUからの純受取額が最

も多いのは、加盟候補国の中では最も

経済規模が大きく、農業の規模も大き

いポーランドとなっており、ポーラン

ドの受取額は約 70億ユーロと全体の

半分以上を占める。ポーランドに次い

で純受取額が多いのはハンガリーとリ

トアニアで、それぞれ約 13億ユーロ

となっている。

3 年間の純受取額が当該国の GDP

（2001年）に占める比率を国別に見る

と、経済規模の小さいバルト三国がい

ずれも 10％前後と圧倒的に高い比率

を示しているのが注目される。また、

人口１人当たりの純受取額でも、人口

の少ないバルト三国が、リトアニアの

年平均 125 ユーロを筆頭にいずれも

100ユーロ以上となっており、人口の

最も多いポーランドはバルト三国の約

半分の水準にとどまっている（表 6）。

表 5、6の数字が示すように加盟候

補国は、EU加盟に伴って、その程度

に差はあるものの、EUからの資金移

転によって“潤う”ことは間違いない。

特に、経済規模が小さいために純受取

額の GDPに対する比率が大きいバル

ト三国などの満足度は高いものと思わ

れる。その意味で、EUは、すべての

加盟候補国は加盟前よりも加盟後の方

が財政状況が良くなることを保証する

という 2002 年 10 月の欧州理事会の

約束を守ったことになる。

しかし、コペンハーゲンでの農業交

渉全般を通じて言えることは、EUは

細かい点ではいくつかの譲歩をした

が、これにより 99年のベルリン・サ

ミットで合意した EUの支出上限（財

政枠）を大きく崩したわけではないと

いうことである。このことは、直接支

払いにおいて、基本的に加盟候補国の

国家予算（または農村開発予算からの

流用）からの積み増しにより直接支払

いが EU水準に達するまでの期間の短

縮を図ったことに典型的に表れている。

一方、加盟候補国には、前述のよう

に EUからの資金が流入することにな

った。しかし、コペンハーゲンでの最

終交渉で加盟候補国は、直接支払いに

対する国家資金の積み増しや生産枠等

の拡大などで EUからの譲歩をいくつ

か引き出しはしたが、農業交渉開始時

の交渉スタンス（要求水準）から見る

と、出来上がりの姿はやはり大幅に

“値切られた”という印象を持った国



も多いのではないかと思われる。特に、

要求水準よりも低い生産枠の合意など

によって廃業に追い込まれる可能性の

ある畜産農家などを抱える農業部門の
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13,1318316,9981,373778EUからの純受取額
▲ 14,744▲ 934▲ 6582▲ 2,280▲ 2572EU への拠出金
27,8751,76513,5493,6533,350EU の総支出額

2004 ～ 2006
5,5383612,979614307EUからの純受取額

▲ 5,660▲ 359▲ 2,519▲ 873▲ 987EU への拠出金
11,1987205,4981,4871,294EU の総支出額

2006
4,8162972,615490293EUからの純受取額

▲ 5,518▲ 350▲ 2,454▲ 853▲ 962EU への拠出金
10,3346475,0681,3421,255EU の総支出額

2005
2,7771731,404270178EUからの純受取額

▲ 3,566▲ 225▲ 1,597▲ 554▲ 623EU への拠出金
6,3433982,983824801EU の総支出額

2004
1,661123844197170加盟前援助

2003
新規加盟 10 カ国計スロバキアポーランドハンガリーチェコ

表 5 EU加盟に伴う新規加盟 10 カ国の純受取額（2004 ～ 06 年）
（単位： 100万ユーロ、99年価格）

（出所）AgraFood East Europe（2003 年 1 月 9 日号）より作成

28.81.263.3778チェコ
38.70.910.289キプロス
42.11.122.8244スロベニア
45.42.458.01,374ハンガリー
51.83.622.8831スロバキア
60.43.6196.76,998ポーランド
110.83.34.0132マルタ
117.79.88.5831ラトビア
123.48.16.2504エストニア
125.110.113.41,352リトアニア

1人当たり年間
受取額（ユーロ）

純受取額のGDPに
占める比率（A/B）

（％）

GDP（2001）（B）
（10 億ユーロ）

純受取額（A）
（100 万ユーロ）

表 6 新規加盟国の EU加盟に伴う純受取額（2004 ～ 06 年）

（出所）AgraFood East Europe（2003 年 1 月 9 日号）、欧州委員会の Regular Report 2002（各国版）によ
り作成
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不満は依然として大きいといえよう。

また、今回の農業交渉は、あくまで

も 93年 12月に妥結した GATTウル

グアイ・ラウンドのもとでの EU共通

農業政策（CAP）を前提としたもの

であることにも留意が必要である。新

たに始まったWTO新ラウンド（ドー

ハー・ラウンド）交渉の結果、今後

EU が CAP の大幅見直しを余儀なく

されるようになった場合には、新規加

盟国への補助金の流れにも大きな変化

が出てくることは言うまでもない。

IV 加盟候補国の受け止め方に

温度差

それでは、EUや新規加盟候補国に

おいては、今回の交渉はどのように受

け止められているのであろうか。

当然のことながら、EU関係者から

は前向きの評価が聞こえてくる。

コペンハーゲン欧州理事会で議長を

務めたラスムセン・デンマーク首相

は、この協定を「欧州市民による広範

囲に及ぶ前向きの偉業」と述べ、協定

を歴史的なものとして歓迎している。

また、欧州委員会のフィシュラー農

業担当委員も交渉を前向きに評価する

発言をし、「交渉は加盟候補 10 カ国

の農業部門の必要性から見てフェアな

ものであり、将来を見通したものであ

る」と述べている。

それでは、加盟候補国の交渉に対す

る評価はどうか。まず、ハンガリーの

ネメス農業大臣は、当初、EUは直接

支払いの 25％以上の積み増しを拒否

したにもかかわらず、国の資金で

30％までの積み増しを認めたことは、

明らかな勝利とし、2004 年に 30 ％

の積み増しを行う財源を確保したいと

している。

ポーランドの反響はハンガリーに比

べてもう少し控えめである。クワシニ

ェフスキ大統領は「ポーランドにとっ

て辛い交渉だった。しかし、交渉団は

粘り強い交渉を行い、予想を上回る成

果をあげた」とコメントした。カリノ

フスキー農業大臣も、加盟交渉は成功

であったとは言えないとしても、EU

がポーランドに対し 2004 ～ 06 年の

3 年間に農業関連で総額 75 億ユーロ
（注 10）の支援を行うことになったこと

は満足すべき結果であるとしている。

また、フブナー欧州問題担当相も、直

接支払いが EUレベルに達するのが当

初予定より早まり 2009年になったこ

とはポーランドの農家も歓迎すること

になろうとしている。
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コペンハーゲンでの農業交渉を前に

して農民が 2 万人規模のデモを行っ

たチェコでは、政府関係者からは交渉

の結果に対して満足の声が聞こえる

が、野党や統合反対論者は、チェコの

交渉当事者は敗北を喫した、交渉の結

果は期待に反するものだった、という

厳しい批判の声も上がっている。

【注目される国民投票】

加盟候補国の交渉当事者が「交渉は

成功」というのは当然のこととして、

問題は直接の当事者である農民やその

他の産業従業員、あるいは一般国民が

交渉の結果をどのように受け止めてい

るかということであろう。

中・東欧の加盟候補国では、EU加

盟交渉終了に伴い、今年 3 月のスロ

ベニア、4月のハンガリーでの国民投

票を皮切りに各国で次々と EU加盟の

是非を問う国民投票が予定されてい

る。各国の国民投票のスケジュールは

表 7 のとおりである。同表からも明

らかなように国民投票は国によっては

信任投票的な意味合いのものもある。

しかし、国民投票で 50％以上の賛

成が必要な国についてはもちろんのこ

と、国民投票の結果が拘束力を持たな

い国にとっても、今後の政局運営を考

えると、政府にとって国民投票で高率

の加盟賛成を勝ち取ることは極めて重

要である。これから実施される国民投

票は加盟候補国にとって加盟を実現す

るうえで大きなハードルであることは

間違いない。

また、前述のように農業交渉では直

接支払いに国家予算を上乗せすること

が認められたが、これは当該国のオプ

ションであり、政府が認められた枠内

で予算を最大限上乗せできるのか（ま

50 ％以上の賛成必要2003 年 5 月 11 日リトアニア
50 ％以上の賛成必要2003 年 9 月 20 日ラトビア
拘束力なし2003 年 9 月 14 日エストニア
拘束力なし2003 年 3 月 23 日スロベニア
50 ％以上の賛成が必要2003 年 6 月 8 日ポーランド
拘束力あり2003 年 6 月 15 ～ 16 日チェコ
50 ％以上の賛成必要2003 年 5 月 16 ～ 17 日スロバキア
拘束力なし2003 年 4 月 12 日ハンガリー
国民投票の性格国民投票予定日加盟候補国

表 7 加盟候補 8カ国の国民投票スケジュール

（出所）AgraFood East Europe（2002 年 12 月 19 日号）等により作成
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たは上乗せする意思があるのか）とい

った点についての政府の姿勢も、国民

投票に大きな影響を及ぼすことになる

ものと思われる。その意味で、加盟候

補国にとって農業問題は、これまでの

EUを相手とした外交問題から当該国

の本来的な内政問題に回帰したと言え

るかもしれない。

新規加盟国はこうした事情を踏まえ

て今後国民投票での 50％以上の賛成

票獲得に向けて積極的なキャンペーン

を行っていくことになろう。

しかし、ポーランドでは、18 ％近

い失業率など低迷する国内経済情勢に

加え、農業部門が抱える過剰な農業人

口、EU加盟で迫られる鉄鋼業のリス

トラなど国民投票をめぐる情勢は厳し

く、国民投票の結果は予断を許さない

状況にあるとされている。また、EU

からの資金の移転が相対的に少なく、

加盟に賛成する国民の比率がハンガリ

ーなど他の中・東欧諸国と比べて相対

的に低いチェコなどの情勢も楽観でき

ないものがある。中・東欧加盟候補国

の国民投票が注目される所以である。

V 一層の加盟準備努力が必要

ポーランドをはじめとする加盟候補

10 カ国の加盟交渉は完了した。しか

し、これによりこれら諸国の EU加盟

準備が完了したわけではない。

例えば、欧州委員会は毎年発表して

いる加盟候補国の準備状況報告書

Regular Report 2002年版の中で、ポ

ーランドの農業分野の加盟準備に関す

る評価として次のような分野での遅れ

を指摘している。

●共通農業政策（CAP）の実施に際し

構造改善資金や直接支払い等の支払

い機関となる農業構造改善近代化庁

（ARMA）と農業資産庁（AMA）の

機能充実。

●各農家への直接支払いの算定ベース

となる統合管理コントロールシステ

ム（IACS）の確立。特に IACS の

核心部分である農地区画認証システ

ム（LPIS）の構築と LAPIS構築の

基礎データとなる土地台帳の整備。

●農家会計データネットワーク

（FADN）の構築準備の加速。特に、

農家会計データ収集を担当する会計

事務所のトレーニング。

●牛乳の供給管理、特に生産割当管理

体制の確立。

●農村開発関連では、農業環境関連措

置と条件不利地域対策の実施、およ

び農民の早期退職制度の実施に向け
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た最終的な調整。

●家畜衛生、植物衛生規則のアキ・コ

ミュノテールへの適合の加速。

●EU 加盟後に必要となる 11 の国境

家畜検査所（4つの新設検査所を含

む）のスタッフの能力向上。

以上の欧州委員会による評価は、ポ

ーランドが農業分野で EU加盟までに

行わなければならないことがまだまだ

多いことを示している。ポーランドは

今後加盟までの残された期間、EU加

盟準備の総仕上げとして、EUから指

摘された上記のような課題の解消に向

けて全力で取り組むことになろう。

（注 1）AgarFood East Europe 誌（2002 年
12 月 19 日号）によれば、直接支払
いに関してポーランドは 20億ドルを
上乗せするように強硬に主張したと
される。

（注 2）「欧州農業指導保証基金（EAGGF）」
の指導部門により実施される農業構
造の近代化援助事業。条件不利地域
における農業所得の維持、若年労働
者の就農助成、農業経営構造の改善
などを実施。従来、農業構造改革は
共通地域政策の一部として実施され
てきたが、アジェンダ 2000に基づく
共通農業政策・共通地域政策の改革
に伴い、農業構造関連の大部分の施
策については、2000年以降、市場制

度と並ぶ「CAP第 2の柱」として位
置付けられた。

（注 3）農村開発予算による支援は、新規加
盟国の農村開発措置費用の 80％（農
村環境対策の場合は 85％）をカバー
することになり、残りは加盟国の資
金により手当てされる。

（注 4）欧州委員会資料による。
（注 5）就業人口 1,500 万人余りのうち、農

業従事者は 400万人強。
（注 6）①後進地域における構造調整、②構

造的に困難な地域の経済・社会変
革、③教育・職業訓練・雇用制度の
近代化、などを「欧州地域開発基金
（ERDB）」「欧州社会基金（ESF）」
「漁業指導基金（FIFG）」などにより
助成。

（注 7）1 人当たりの G D P が E U 平均の
90 ％に満たない域内の後進 4 カ国
（スペイン、ポルトガル、ギリシャ、
アイルランド）を対象に、通貨同盟
参加の前提となる経済格差の是正を
目的として、構造関係基金とは別に
設けられた基金。環境インフラ、運
輸・通信インフラの整備などを助成。

（注 8）域内の人の自由移動を図るため、域
内国境検問の撤廃などを取り決めた
協定（95 年 3 月発効）。99 年 5 月、
EU のアムステルダム条約発効に伴
い、シェンゲン協定は、アムステル
ダム条約の中に取り入れられた。

（注 9）EUの新規加盟国に対する構造関連の
実際の支出額は、加盟当初の 3 年間
はコミットメント額よりも大幅に少
なくなるため、表 3 のコミットメン
ト額の合計とは一致しない。

（注 10）AgraFood East Europe誌、2002年
12月 19日号。




